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令和７年６月１１日

第１１３回定時株主総会招集ご通知に際しての
法令及び定款に基づくインターネット開示事項

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表

本内容は、法令及び当社定款第１３条の規定に基づき、
インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.hokutetsu.co.jp/）に掲載することにより、
株主の皆様に提供しております。
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連 結 注 記 表
令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

Ⅰ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１ 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数 １１社
主要な連結子会社の名称
北鉄金沢バス㈱、北陸電設㈱、㈱北鉄航空、㈱ホクリクコム、北鉄能登バス㈱

連結子会社の事業年度等に関する事項
決算日が連結決算日（３月３１日）と異なる連結子会社は３社（決算日１２月３１日）で
あり、各社の決算日に基づく計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取
引については、連結上必要な調整を行っております。

２ 会計方針に関する事項
⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平均法により算
定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）に
よっております。
商品・貯蔵品 移動平均法
仕掛品 個別法

⑵ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定 率 法
ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物
（建物附属設備は除く）並びに平成２８年４月１日
以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は、定額法としております。鉄道事業取替資産は
取替法によっております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定 額 法
なお、ソフトウェア（自社利用分）については、
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社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。

③ リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合は残価

保証額）とする定額法を採用しております。
⑶ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結

会計年度に見合う額を計上しております。
③ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく期末要支
給額を計上しております。

④ 固定資産除却損失引当金
将来の取壊しによって発生する損失に備えるため、固定資産除却費及び撤去費

用を見積り計上しております。
⑤ 災害損失引当金

災害により被災した建物等の修繕費及び撤去費の支出に備えるため、その見積
額を計上しております。

⑷ 収益及び費用の計上基準
① 運輸業

運輸業において、主として鉄道及びバスによる旅客運送を行っており、その運
送に係る役務の提供を完了した時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認
識しております。但し、鉄道事業及びバス事業における定期券については、有効
期間にわたって履行義務が充足されるものとし、有効期間の経過につれて収益を
認識しており、運賃精算時の顧客の利用額に応じてポイントを付与しております。
付与したポイントを履行義務として識別し、独立販売価格を基礎として取引価格
の配分を行い、ポイント相当額を契約負債として計上しております。なお、ポイ
ントの付与による履行義務は、ポイントの利用に応じて充足されると判断して、
収益を認識しております。

② 航空事業地上業務
航空事業地上業務において、主として大手航空会社からの代理委託により地上
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業務を行っております。顧客に役務の提供を完了した時点で履行義務が充足され
ると判断し収益を認識しております。

③ 自動車教習事業
自動車教習事業において、顧客に対して自動車等運転免許教習を行っておりま
す。教習生個々の教習進捗に伴い履行義務が充足すると判断し、収益を認識して
おります。また、返金が不要な契約における取引開始日の顧客からの入学金につ
いては、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に
係る進捗度を見積り、当該進捗に基づき収益を認識しております。なお、進捗度
の測定につきましては、教習進捗に伴い履行された義務が、移転されたサービス
の量を適切に表すと判断しているため、教習料金総額に対する履行義務を完了し
た金額の割合（アウトプット法）によっております。

④ 電気工事請負事業
電気工事請負事業において、顧客と工事契約を締結し、当該契約に基づき請負

工事を行う履行義務を負っております。一定の期間にわたり履行義務が充足され
ると判断し、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を
認識しております。なお、進捗度の測定につきましては、当該工事契約における
履行義務の性質を考慮した結果、原価の発生が工事の進捗度を適切に表すと判断
しているため、見積総原価に対する実際原価の割合（インプット法）によってお
ります。また、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込ま
れる時点までの期間がごく短い工事契約については代替的な取り扱いを適用し、
一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認
識しております。

⑸ その他
① 退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に
おける見込額に基づき、退職給付債務の額を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８
年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額を、それぞれの発
生の翌連結会計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の

上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に
計上しております。

② 負ののれんの償却の方法及び期間
平成２２年３月３１日以前に発生した負ののれんの償却については、２０年間で均等償
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却を行っております。
③ 工事負担金等の会計処理

当社は鉄道事業における更新工事等を行うにあたり、地方公共団体等より工事
費の一部として工事負担金等を受けており、これらの工事負担金等は、工事完成
時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価から直接減額して計
上しております。
なお、連結損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上する
とともに、固定資産の取得原価から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別
損失に計上しております。

Ⅱ 会計上の見積りの変更に関する注記
（固定資産除却損失引当金の見積額の変更）
事業用資産の解体費用として計上していた固定資産除却損失引当金について、解体計画

の進行に伴い、より精緻な見積りが可能となったほか、物価高に伴う解体工事費用の増加
などの新たな情報の入手により、見積りの変更を行っております。
見積りの変更による増加額４８，９３０千円を変更前の固定資産除却損失引当金に加算してお

ります。
この見積りの変更により、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は４８，９３０千円減少

しております。

Ⅲ 会計上の見積りに関する注記
１ 繰延税金資産

当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
繰延税金資産 ９４５，８８２千円
繰延税金資産の回収可能性の判断に用いられる将来の課税所得や将来減算一時差異

の将来解消見込年度のスケジューリングは、中長期計画に基づき、課税所得の発生時
期や資産の処分時期、及び金額を見積っております。中長期計画は、過年度の実績や
予算を基礎としており、営業収益に影響する人口動態の変化による輸送量の見込みや、
将来の設備投資計画による償却費の計上等を主要な仮定としております。
当該見積り及び当該仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直し
が必要となった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、認識する繰延税金資
産及び法人税等調整額の金額に重要な影響を与える可能性があります。

Ⅳ 連結貸借対照表に関する注記
１ 担保の状況
⑴ 担保資産の内容及びその金額 建物 ７０８，１３４千円

車両運搬具 ４２９，４８８千円
土地 ３，１９４，６３３千円
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投資有価証券 ２０９，１６０千円
計 ４，５４１，４１６千円

⑵ 担保に係る債務の金額 短期借入金 ２３０，０００千円
１年内返済予定の長期借入金 ４３７，６２６千円
長期借入金 １，４７８，１０１千円

計 ２，１４５，７２７千円

２ 有形固定資産の減価償却累計額 １４，７０５，３１３千円
３ 有形固定資産の圧縮記帳額 １３，０１４，８３３千円
４ 鉄道事業固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 １１，１０２，８４６千円

Ⅴ 連結株主資本等変動計算書に関する注記
１ 当該連結会計年度の末日における発行済株式の総数 ３，６２９，７１１株
２ 当該連結会計年度の末日における自己株式の数 １０４，３６０株
３ 剰余金の配当に関する事項
基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
令和７年６月２７日開催の第１１３回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配当金の総額 ５２，８８０千円
・１株当たり配当金額 １５円００銭
・基準日 令和７年３月３１日
・効力発生日 令和７年６月３０日

なお、配当の原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

Ⅵ 金融商品に関する注記
１ 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関から
の借入により資金を調達しております。
受取手形、売掛金及び契約資産に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリ

スク低減を図っております。また、投資有価証券は、主として株式であり、上場株式に
ついては半期ごとに時価の把握を行っております。
借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の

長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を
実施しております。なお、デリバティブは内部管理規定に従い、実需の範囲で行うこと
としております。

２ 金融商品の時価等に関する事項
令和７年３月３１日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこ
れらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表
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には含めておりません（（注２）を参照ください。）。また、「現金」は注記を省略してお
り、「預金」「受取手形、売掛金及び契約資産」「未収金」「支払手形及び買掛金」「短期
借入金」「未払金」は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記
を省略しております。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額（※１） 時価（※１） 差額

⑴ 投資有価証券
その他有価証券 １，１４２，０３５ １，１４２，０３５ －

⑵ 長期借入金 （３，３９０，１０２） （３，３６５，３５６） △ ２４，７４５
⑶ リース債務 （５１４，３１９） （５１８，９１２） ４，５９３
⑷ デリバティブ取引（※２） － － －
（※１）負債に計上されているものについては、（）で示しております。
（※２）ヘッジ対象である貸出金等のキャッシュ・フローの固定化のためにヘッジ手段と

して指定した金利スワップ等であり、金利スワップの特例処理を適用しておりま
す。なお、これらのヘッジ関係に、実務対応報告第４０号「LIBORを参照する金
融商品に関するヘッジ会計の取り扱い」（令和４年３月１７日）を適用しておりま
す。

（注１）デリバティブ取引
① ヘッジ会計が適用されていないもの

該当事項はありません。
② ヘッジ会計が適用されているもの

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごと
の連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、次の
とおりであります。

ヘッジ会計の方法 デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ
対象

契約額等
（千円）

契約額のうち
１年超（千円）

時価
（千円）

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金 ２８７，４９８ １９６，２４６ （※）

（※）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入
金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価
に含めて記載しております。

（注２）市場価格のない株式等
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 １９０，６８７

これらについては、「その他有価証券」には含めておりません。
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３ 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

り算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの

インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレ
ベルに時価を分類しております。
⑴ 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：千円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券
株式 １，１４２，０３５ － － １，１４２，０３５

⑵ 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － ３，３６５，３５６ － ３，３６５，３５６
リース債務 － ５１８，９１２ － ５１８，９１２
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式のうち活発な市場で取引

されているものは、その時価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体

として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載してお
ります（下記「長期借入金」参照）。

長期借入金及びリース債務
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味し
た利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しており
ます。一部の長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利ス
ワップと一体として処理された元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リス
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クを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分
類しております。

Ⅶ 賃貸等不動産に関する注記
１ 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の子会社では、石川県金沢市その他の地域において、賃貸用の土地、ア
パート、駐車場等を有しております。

２ 賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時 価
土地 １，１２８，１９７ ５，０１５，９８７
建物 ５１７，４５０ ５１７，４５０

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控
除した金額であります。

（注２）当連結会計年度末の時価は、主として固定資産税評価額に基づいて自社で算定し
た金額であります。

Ⅷ １株当たり情報に関する注記
１ １株当たり純資産額 １，８５２円３４銭
２ １株当たり当期純利益 １７０円９１銭

Ⅸ 収益認識に関する注記
１ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
報告セグメント

合計
運輸業 レジャー・

サービス業 建設業 賃貸業

鉄道事業 ５８８，０６６ － － － ５８８，０６６
バス事業 ７，９４４，２８３ － － － ７，９４４，２８３
物品販売業 － ３４１，６２１ － － ３４１，６２１
航空事業地上業務 － ７２５，８５５ － － ７２５，８５５
自動車教習所 － ４６０，６００ － － ４６０，６００
電気工事請負事業 － － １，０５３，１４８ － １，０５３，１４８
不動産事業 － － － － －
その他 － ５７４，５０８ １０２，０６５ － ６７６，５７３
顧客との契約から生
じる収益 ８，５３２，３５０ ２，１０２，５８５ １，１５５，２１４ － １１，７９０，１５０

その他の収益（注） － － － ２６７，３１１ ２６７，３１１
外部顧客への売上高 ８，５３２，３５０ ２，１０２，５８５ １，１５５，２１４ ２６７，３１１ １２，０５７，４６１
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（注）「その他の収益」には、「リース取引に関する会計基準」に基づく不動産賃貸収入が含
まれております。

２ 収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「Ⅰ連結計算書類の作成のための基本とな
る重要な事項に関する注記等 ２会計方針に関する事項 ⑷収益及び費用の計上基準」
に記載のとおりです。

３ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
⑴ 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） １，２８７，０５０
顧客との契約から生じた債権（期末残高） １，６３２，１２１
契約資産（期首残高） ２６，７５４
契約資産（期末残高） ８３，９８８
契約負債（期首残高） ６６４，４４１
契約負債（期末残高） ７２１，８１８

⑵ 残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予

想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し記載
を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれ
ていない重要な金額はありません。
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個 別 注 記 表
令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
１ 資産の評価基準及び評価方法
⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式 移動平均法に基づく原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平均法により算
定）

市場価格のない株式等 移動平均法に基づく原価法
⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）によっ
ております。
商品・貯蔵品 移動平均法

２ 固定資産の減価償却の方法
⑴ 有形固定資産

定 率 法
ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物
（建物附属設備は除く）並びに平成２８年４月１日
以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は、定額法としております。鉄道事業取替資産は
取替法によっております。

⑵ 無形固定資産
定 額 法
なお、ソフトウェア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。

⑶ 長期前払費用
均等償却によっております。

３ 引当金の計上基準
⑴ 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
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上しております。
⑵ 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度
に見合う額を計上しております。

⑶ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基
づき計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８
年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額を、それぞれの発生の翌事
業年度から費用処理しております。

⑷ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく期末要支給額

を計上しております。
⑸ 固定資産除却損失引当金

将来の取壊しによって発生する損失に備えるため、固定資産除却費及び撤去費用を
見積り計上しております。

４ 収益及び費用の計上基準
⑴ 運輸業

運輸業において、主として鉄道及びバスによる旅客運送を行っており、その運送に
係る役務の提供を完了した時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識してお
ります。但し、鉄道事業及びバス事業における定期券については、有効期間にわたっ
て履行義務が充足されるものとし、有効期間の経過につれて収益を認識しております。
また、当社の発行する交通系 ICカードにおいて、カスタマー・ロイヤルティ・プロ
グラムを提供しており、運賃精算時の顧客の利用額に応じてポイントを付与しており
ます。付与したポイントを履行義務として識別し、独立販売価格を基礎として取引価
格の配分を行い、ポイント相当額を契約負債として計上しております。なお、ポイン
トの付与による履行義務は、ポイントの利用に応じて充足されると判断して、収益を
認識しております。
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５ その他
⑴ 工事負担金等の会計処理

当社は鉄道事業における更新工事等を行うにあたり、地方公共団体等より工事費の
一部として工事負担金等を受けており、これらの工事負担金等は、工事完成時に当該
工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価から直接減額して計上しておりま
す。
なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、
固定資産の取得原価から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上して
おります。

Ⅱ 表示方法の変更に関する注記
損益計算書
前事業年度において区分掲記しておりました「貸倒引当金繰入額」（当事業年度４７５千円）
については、金額が僅少となったため、当事業年度においては「その他の費用」に含めて表
示しております。

Ⅲ 会計上の見積りの変更に関する注記
（固定資産除却損失引当金の見積額の変更）
事業用資産の解体費用として計上していた固定資産除却損失引当金について、解体計画の

進行に伴い、より精緻な見積りが可能となったほか、物価高に伴う解体工事費用の増加など
の新たな情報の入手により、見積りの変更を行っております。
見積りの変更による増加額４５，９３０千円を変更前の固定資産除却損失引当金に加算しており

ます。
この見積りの変更により、当事業年度の税引前当期純利益は４５，９３０千円減少しております。

Ⅳ 会計上の見積りに関する注記
１ 繰延税金資産

当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産 ６８８，３９０千円
繰延税金資産の回収可能性の判断に用いられる将来の課税所得や将来減算一時差異

の将来解消見込年度のスケジューリングは、中長期計画に基づき、課税所得の発生時
期や資産の処分時期、及び金額を見積っております。中長期計画は、過年度の実績や
予算を基礎としており、営業収益に影響する人口動態の変化による輸送量の見込みや、
将来の設備投資計画による償却費の計上等を主要な仮定としております。
当該見積り及び当該仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直し
が必要となった場合、翌事業年度の計算書類において、認識する繰延税金資産及び法
人税等調整額の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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Ⅴ 貸借対照表に関する注記
１ 担保の状況
⑴ 担保資産の内容及びその金額 自動車事業固定資産 ２，７３４，１１９千円

その他事業固定資産 ４５５，７６４千円
各事業関連固定資産 １４，９７５千円
投資有価証券 ２０９，１６０千円
計 ３，４１４，０１９千円

⑵ 担保に係る債務の金額 短期借入金 ２３０，０００千円
１年内返済予定の長期借入金 ４０５，４１８千円
長期借入金 １，３５９，４０１千円
計 １，９９４，８１９千円

２ 有形固定資産の減価償却累計額 ７，９５１，２８６千円

３ 有形固定資産の圧縮記帳額 １３，３１５，９２４千円

４ 事業用固定資産の内訳 有形固定資産 ６，３５７，６７８千円
土地 ３，６１５，５５４千円
建物 １，２８５，６８２千円
構築物 ６７１，２１７千円
車両 ６５３，８００千円
その他 １３１，４２４千円

無形固定資産 １２２，２６３千円
計 ６，４７９，９４２千円

５ 鉄道事業固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 １１，３１６，０１８千円

６ 保証債務額 北鉄金沢バス㈱ ６１７千円

７ 関係会社の債権債務の注記 短期金銭債権 ９７，８４１千円
短期金銭債務 ７７６，４９２千円
長期金銭債務 ９０，０００千円

Ⅵ 損益計算書に関する注記
１ 営業収益 ４，９７７，１８６千円
２ 営業費 ４，５１２，３２１千円

運送営業費及び売上原価 ３，５０９，２８２千円
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販売費及び一般管理費 ５３６，３４２千円
諸税 １３２，０２１千円
減価償却費 ３３４，６７４千円

３ 関係会社との取引高 営業収益 ４３６，４９０千円
営業費 ５１１，３８８千円
営業取引以外の取引高 １９，２３４千円

Ⅶ 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における発行済株式の数 ３，６２９，７１１株
当事業年度の末日における自己株式の数 １０４，３６０株

Ⅷ 税効果会計に関する注記
⑴ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
繰越欠損金 １１３，０３２千円
退職給付引当金 ４６４，３２９千円
固定資産減損損失 ２６１，４０７千円
株式評価損 １２７，１６０千円
貸倒引当金 １０９，７４９千円
固定資産除却損失引当金 ９１，６１２千円
資産除去債務 ５８，７８４千円
賞与引当金 ５０，５９８千円
その他 ２０，８８６千円
小計 １，２９７，５６０千円

評価性引当額 △ ５３２，５９８千円
合計 ７６４，９６１千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 ７１，４９１千円
資産除去債務有形固定資産 ５，０７９千円
合計 ７６，５７０千円

繰延税金資産純額 ６８８，３９０千円
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Ⅸ 関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等 （単位：千円）

属性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 北鉄能登バス
㈱

所有 直接 ８１．３％
間接 １８．７％

資金の援助
役員の兼任

資金の貸付
（注１） － 関係会社短期及び

長期貸付金 ３９５，０００

利息の受取
（注１） ４，５３７ － －

子会社 北鉄加賀バス
㈱

所有 直接 ７１．１％
間接 ２８．９％

資金の援助
役員の兼任

資金の貸付
（注１） － 関係会社

長期貸付金 ３５７，２００

利息の受取
（注１） ４，５９０ － －

子会社 北鉄金沢バス
㈱

所有 直接 ９３．６％
間接 ６．４％

資金の援助
営業上の取引
役員の兼任

資金の貸付
（注１） － 関係会社短期及び

長期貸付金 １３８，０００

利息の受取
（注１） ２，０２６ － －

運賃収入の
精算等の支払
（注３）（注４）

１，３８５，９３２
未払金 １１７，２６８運賃収入の

精算等の受取
（注３）（注４）

５６，７５６

子会社 北陸自動車興
業㈱

所有 直接 ３９．９％
間接 ６０．１％

資金の援助
役員の兼任

資金の借入
（注２） － 短期借入金及び

長期借入金 ２５０，０００

利息の支払
（注２） ２，２２９ － －

子会社 ㈱ホクリクコ
ム

所有 直接 ７４．４％
間接 ２５．６％

資金の援助
役員の兼任

資金の借入
（注２） － 短期借入金及び

長期借入金 １３０，０００

利息の支払
（注２） １，３５３ － －

子会社 北陸電設㈱ 所有 直接 ４８．５％
間接 ５１．５％

資金の援助
役員の兼任
営業上の取引

資金の借入
（注２） － 短期借入金 １０，０００

利息の支払
（注２） ９０ － －

固定資産の取得
に対する支払
（注３）（注５）

２０１，６５４
未払金 １７０，００２営業費に対する

支払
（注３）（注５）

３９，８０７

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．貸付利率については、市場金利のほか貸付先の財政状態を勘案して合理的に決定

しております。
２．借入利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
３．その他の取引条件及び取引条件の決定方針は、一般取引先と同様の条件でありま
す。

４．取引金額及び期末残高には、消費税等を含めております。
５．取引金額及び期末残高には、消費税等を含めておりません。
６．子会社への貸倒懸念債権等に対し、合計３１２，２００千円の貸倒引当金を計上してお
ります。
また、当事業年度において合計２８，８０８千円の貸倒引当金繰入額を計上しており

ます。



― １６ ―

Ⅹ １株当たり情報に関する注記
１ １株当たり純資産額 １，２１８円９０銭
２ １株当たり当期純利益 １２７円４６銭

XI 収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表に同一の内容を記載しているため、

注記を省略しております。


